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障害年金は、病気やけがによって生活や仕事など

が制限されるようになった場合に、現役世代の方

も含めて受け取ることができる年金です。 

障害年金には、「障害基礎年金」「障害厚生年金」

があり、病気やけがで初めて医師または歯科医師

（以下「医師等」といいます）の診療を受けたと

きに国民年金に加入していた場合は「障害基礎年

金」、厚生年金保険に加入していた場合は「障害

厚生年金」が請求できます。 

なお、障害厚生年金に該当する状態よりも軽い障

害が残ったときは、障害手当金（一時金）を受け

取ることができる制度があります。 

また、障害年金を受け取るには、年金の保険料納

付状況などの条件が設けられています。 

 

 

  

障害年金とは
 
 



-２- 
 

 

 

 

障害年金は、それぞれ「１」～「３」の条件の 

すべてに該当する方が受給できます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

障害基礎年金 

障害の原因となった病気やけがの初診日 

（６ページ「用語の説明」参照）が次のい

ずれかの間にあること。 

●国民年金加入期間 

●２０歳前または日本国内に住んでいる 

６０歳以上６５歳未満の方で年金制度

に加入していない期間 

＊老齢基礎年金を繰り上げて受給して

いる方を除きます。 

１ 

受給要件 
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3 障害の状態が、障害認定日（６ページ「用

語の説明」参照）または２０歳に達したと

きに、障害等級表（２３～３０ページ「障

害等級表」参照）に定める１級または２級

に該当していること。 

＊障害認定日に障害の状態が軽くても、

その後重くなったときは、障害基礎年

金を受け取ることができる場合があ

ります（１７～１９ページ「事後重症

による請求」参照）。 

2 初診日の前日において、保険料の納付要件

を満たしていること（１３～１５ページ参

照）。 

なお、２０歳前の年金制度に加入していな

い期間に初診日がある場合は、納付要件は

不要です。 
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障害厚生年金 

1 厚生年金保険の被保険者である間に、障害

の原因となった病気やけがの初診日があ

ること。 

2 初診日の前日において、保険料の納付要件

を満たしていること。 

3 
障害の状態が、障害認定日に、障害等級表

に定める１級から３級のいずれかに該当

していること。 

＊障害認定日に障害の状態が軽くても、

その後重くなったときは、障害厚生年

金を受け取ることができる場合があ

ります（１７～１９ページ「事後重症

による請求」参照）。 
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障害手当金（一時金） 

1 厚生年金保険の被保険者である間に、障害

の原因となった病気やけがの初診日があ

ること。 

＊国民年金、厚生年金または共済年金を

受給している方を除きます。 

2 初診日の前日において、保険料の納付要件

を満たしていること。 
 

3 
障害の状態が、次の条件すべてに該当して

いること。 

●初診日から５年以内に治っていること

（症状が固定） 

●治った日に障害厚生年金を受け取るこ

とができる状態よりも軽いこと 

●障害等級表に定める障害の状態である

こと 
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用語の説明 

●初診日 

障害の原因となった病気やけがについて、初

めて医師等の診療を受けた日をいいます。 

同一の病気やけがで転医があった場合は、一

番初めに医師等の診療を受けた日が初診日

となります。 

 

●障害認定日 

障害の状態を定める日のことで、その障害の

原因となった病気やけがについての初診日

から１年６カ月を過ぎた日、または１年６カ

月以内にその病気やけがが治った場合（症状

が固定した場合）はその日をいいます。 
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受給要件フロー
 
 

障害基礎年金 

初診日
に国民
年金の
被保険
者でし
たか 

は
い 

いいえ 
障
害 
基
礎
年
金
の
受
給
要
件
に
該
当
し
ま
せ
ん 

初診日
に６０
歳以上
６５歳
未満で
日本に
住んで
いまし
たか 
 

初診日
に２０
歳前で
したか 
 

は
い 

初診日の前日において保険
料納付要件を満たしていま
すか（１３～１５ページ参
照） 

 

 

いいえ いいえ 

いいえ 

は
い 

は
い 
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は
い 

いいえ 

初診日から１年６
カ月経過（または１
年６カ月以内に症
状が固定）かつ２０
歳以上ですか 

初診日から１年
６カ月経過（ま
たは１年６カ月
以内に症状が固
定）かつ２０歳
に到達するまで
待ってください 

６５歳前に１級ま
たは２級の障害の
状態になりました
か（請求は６５歳の
誕生日の前々日ま
で） 
 

初診日から１年６
カ月経過した日
（１年６カ月以内
に症状が固定した
日）または２０歳
に達した日に、１
級または２級の障
害の状態ですか
（２０～３０ペー
ジ参照） 
 

 

は
い 

は
い 

いいえ 

いいえ 
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障害基礎年金の受給要件に該当します 

もともとある障害
と新たな障害をあ
わせることで６５
歳前にはじめて１
級または２級の障
害の状態になりま
したか※ 
 

障
害 
基
礎
年
金
の
受
給
要
件
に
該
当
し
ま
せ
ん 

※ 新たな障害の納付要件等を満たしてい

る必要があります。詳しくはお近くの年

金事務所など（５０ページ参照）へご相

談ください。 

は
い 

は
い 

は
い 

いいえ 
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初診日から１年
６カ月経過（ま
たは１年６カ月
以内に症状が固
定）しています
か 

初診日に厚生年金保険の被
保険者でしたか 

初診日の前日において保険
料納付要件を満たしていま
すか（１３～１５ページ参
照） 

障
害
厚
生
年
金
ま
た
は
障
害
手
当
金
の
受
給
要
件
に
該
当
し
ま
せ
ん 

初診日から１年
６カ月経過（また
は１年６カ月以
内に症状が固定）
するまで待って
ください 

障害厚生年金 

は
い 

は
い 

は
い 

いいえ 

いいえ 

いいえ 
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初診日から１年
６カ月経過した
日（１年６カ月
以内に症状が固
定した日）に１
級、２級または
３級の障害の状
態ですか（２０
～３０ページ参
照） 
 
 ６５歳前に１

級、２級または
３級の障害の状
態になりました
か（請求は６５
歳の誕生日の
前々日まで） 
 
 

もともとある障
害と新たな障害
をあわせること
で６５歳前には
じめて１級また
は２級の障害の
状態になりまし
たか※ 
 
 

 

 

 

は
い 

は
い 

いいえ 

いいえ 

いいえ 
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初診日から５年
以内に症状が固
定し、障害手当
金の障害の状態
になりましたか
（２０～３０ペ
ージ参照） 
 
 

障
害
厚
生
年
金
ま
た
は
障
害
手
当
金
の
受
給
要
件
に
該
当
し
ま
せ
ん 

障害厚生年金の 

受給要件に該当します 

障害手当金の 

受給要件に 

該当します 

※ 新たな障害の納付要件等を満たしてい

る必要があります。詳しくはお近くの年

金事務所など（５０ページ参照）へご相

談ください。 

は
い 

は
い 

は
い 

は
い 

いいえ 
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令和３年 令和４年 

5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 

納

付 

納

付 

納

付 

納

付 

未

納 

未

納 

未

納 

免

除 

免

除 

免

除 

納

付 

納

付 

納

付 

納

付 

納

付 

未

納 

未

納 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

初診日の前日において、初診日がある月の２カ

月前までの被保険者期間で、国民年金の保険料

納付済期間（厚生年金保険の被保険者期間、共

済組合の組合員期間を含む）と保険料免除期間

をあわせた期間が３分の２以上あることが必

要です。 

【例１】 

納付済 
期間 

（４カ月） 

未納 
期間 

（３カ月） 

免除 
期間 

（３カ月） 

納付済 
期間 

（５カ月） 

被保険者期間 
（１５カ月） 

 
 

２０歳 
▼ 

初診日 
▼ 

保険料の納付要件
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保険料の納付要件の特例 

解説 

被保険者期間は、２０歳から初診日がある月

の２カ月前（令和４年７月）までの１５カ月

です。 

このうち、保険料納付済期間および保険料免

除期間は１２カ月です。 

このケースでは、保険料納付済期間および保

険料免除期間が３分の２以上（１０カ月以上）

あるので納付要件は満たしています。 

初診日が令和８年３月末日までにあるときは、

次のすべての条件に該当すれば、納付要件を満

たすものとされています。 

 

●初診日において６５歳未満であること 

●初診日の前日において、初診日がある月の２

カ月前までの直近１年間に保険料の未納期間

がないこと 
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令和３年 令和４年 

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 

未

納 

未

納 

未

納 

未

納 

未

納 

未

納 

未

納 

納

付 

納

付 

納

付 

免

除 

免

除 

免

除 

免

除 

納

付 

納

付 

納

付 

納

付 

納

付 

未

納 

未

納 

解説 

初診日がある月の２カ月前までの直近１年

間（令和３年８月から令和４年７月まで）に

保険料の未納期間がないので納付要件は満

たしています。 

＊初診日が平成３年５月１日前の場合は、納 

付要件が異なります。年金事務所などにご 

相談ください。 

【例２】 

２０歳 
▼ 

初診日 
▼ 

直近１年間の期間 
→保険料の未納期間がない 
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障害認定日による請求 

障害認定日に法令に定める障害の状態にある

ときは、障害認定日の翌月分から年金を受け取

ることができます。このことを「障害認定日に

よる請求」といいます。 

▲     ▲      ▲      ▲     ▲ 

障害年金 
に該当 
する状態 

受け取りは令和４年１０月
分からですが、初回の振り込
みは令和５年２月に４カ月
分（令和４年１０月～令和５
年１月分）となります。 

１年６カ月 

【例１】 

初診日 
Ｒ３.３.２５ 
 

障害 

認定日 
Ｒ４.９.２５ 
 

請求日 
Ｒ４.１０.２５ 
 

年金決定の

お知らせ 
Ｒ５.１月頃 
 

初回 

振込日 
Ｒ５.２月頃 
 

請求時期 
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解説 

このケースでは、初診日が令和３年３月２５

日のため、障害認定日は１年６カ月を過ぎた

日である令和４年９月２５日となります。障

害認定日の症状が法令に定める障害の状態

にあれば、障害認定日以降に障害年金を請求

することで、令和４年１０月分から受け取れ

ます。 

事後重症による請求 

障害認定日に法令に定める障害の状態に該当

しなかった方でも、その後病状が悪化し、法令

に定める障害の状態になったときには請求日

の翌月分から年金を受け取ることができます。

このことを「事後重症による請求」といいます。 
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▲   ▲    ●     ▲     ▲    ▲ 

1 年６カ月 

障害 
年金 

に該当 
しない 
状態 

受け取りは 
令和４年１１月
分からですが、
初回の振り込み
は令和５年２月
に３カ月分（令
和４年１１月分
～令和５年１月
分）となります。 

障害 
年金 

に該当 
する 
状態 

【例２】 

初診日 
Ｈ２７.１０.

２５ 

障害 

認定日 
Ｈ２９.４.

２５ 
 

人工透析 

開始 
Ｒ４.１０.１０ 
 

請求日 
Ｒ４.１０.

２５ 
 

年金決定の

お知らせ 
Ｒ５.１月頃 
 

初回 

振込日 
Ｒ５.２月頃 
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解説 

このケースでは、初診日は平成２７年１０月

２５日となります。障害認定日には、症状が

軽かったので、障害年金には該当しませんで

した。しかし、令和４年１０月１０日から人

工透析（２級相当）を開始したため、人工透

析開始日以降に障害年金を請求することで

事後重症による障害年金を請求日の翌月分

（請求日が令和４年１０月２５日の場合、令

和４年１１月分からの受け取りになります）

から受け取れます。 

＊請求日が令和４年１１月中となった場合

は、令和４年１２月分からの受け取りにな

り、請求日が遅くなると受け取りの開始時

期が遅くなります。障害年金を受け取るこ

とができる状態になった場合は、速やかに

ご請求ください。（請求書は、６５歳の誕

生日の前々日までに提出する必要があり

ます。） 
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障害年金が支給される障害の状態に応じて、法令

により、障害の程度（障害等級１～３級）が定め

られています。 

 ＊身体障害者手帳の等級とは異なります。 

 

障害の程度１級 

他人の介助を受けなければ日常生活のことがほ

とんどできないほどの障害の状態です。身のま

わりのことはかろうじてできるものの、それ以

上の活動はできない方（または行うことを制限

されている方）、入院や在宅介護を必要とし、活

動の範囲がベッドの周辺に限られるような方

が、１級に相当します。 
 

 

 

 

障害の程度２級 

必ずしも他人の助けを借りる必要はなくても、

日常生活は極めて困難で、労働によって収入を

得ることができないほどの障害です。例えば、

障害年金に該当する状態 
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家庭内で軽食をつくるなどの軽い活動はできて

も、それ以上重い活動はできない方（または行

うことを制限されている方）、入院や在宅で、活

動の範囲が病院内・家屋内に限られるような方

が２級に相当します。 
 

 

 

 

障害の程度３級 

労働が著しい制限を受ける、または、労働に著

しい制限を加えることを必要とするような状態

です。日常生活にはほとんど支障はないが、労

働については制限がある方が３級に相当しま

す。 
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（参考）障害年金の請求等に用いる診断書様式

の種類 

① 眼の障害用 

② 聴覚・鼻腔機能・平衡機能・そしゃく・嚥 

 下機能・音声又は言語機能の障害用 

③ 肢体の障害用 

④ 精神の障害用 

⑤ 呼吸器疾患の障害用 

⑥ 循環器疾患の障害用 

⑦ 腎疾患・肝疾患・糖尿病の障害用 

⑧ 血液・造血器・その他の障害用 
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＊身体障害者手帳の等級と
は異なります。 

＊視覚障害については、令和
４年１月１日付で、障害等
級表が改正されています。 

（参考） 
 
 
 
 
 
 
 
 

障害の程度 １級の障害の状態 

※国民年金法施行令別表 

１.次に掲げる視覚障害 

イ 両眼の視力がそれぞれ０．０３以下のもの 

ロ 一眼の視力が０．０４、他眼の視力が手動弁 

以下のもの 

ハ ゴールドマン型視野計による測定の結果、両 

眼のⅠ/４視標による周辺視野角度の和がそ 

れぞれ８０度以下かつⅠ/２視標による両眼 

中心視野角度が２８度以下のもの 

ニ 自動視野計による測定の結果、両眼開放視認 

点数が７０点以下かつ両眼中心視野視認点数 

が２０点以下のもの 

２.両耳の聴力レベルが１００デシベル以上のもの 

３.両上肢の機能に著しい障害を有するもの 

４.両上肢の全ての指を欠くもの 

５.両上肢の全ての指の機能に著しい障害を有するも

障害等級表 
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の 

６.両下肢の機能に著しい障害を有するもの 

７.両下肢を足関節以上で欠くもの 

８.体幹の機能に座っていることができない程度又は

立ちあがることができない程度の障害を有するも

の 

９.前各号に掲げるもののほか、身体の機能の障害又

は長期にわたる安静を必要とする病状が前各号と

同程度以上と認められる状態であって、日常生活

の用を弁ずることを不能ならしめる程度のもの 

１０.精神の障害であって、前各号と同程度以上と認め

られる程度のもの 

１１.身体の機能の障害若しくは病状又は精神の障害

が重複する場合であって、その状態が前各号と同程

度以上と認められる程度のもの 
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障害の程度 ２級の障害の状態 

※国民年金法施行令別表 

１.次に掲げる視覚障害 

イ 両眼の視力がそれぞれ０．０７以下のもの 

ロ 一眼の視力が０．０８、他眼の視力が手動弁 

以下のもの 

ハ ゴールドマン型視野計による測定の結果、両 

眼のⅠ/４視標による周辺視野角度の和がそ 

れぞれ８０度以下かつⅠ/２視標による両眼 

中心視野角度が５６度以下のもの 

ニ 自動視野計による測定の結果、両眼開放視認 

  点数が７０点以下かつ両眼中心視野視認点数 

  が４０点以下のもの 

２.両耳の聴力レベルが９０デシベル以上のもの 

３.平衡機能に著しい障害を有するもの 

４.そしゃくの機能を欠くもの 

５.音声又は言語機能に著しい障害を有するもの 

６.両上肢のおや指及びひとさし指又は中指を欠くも

の 

７.両上肢のおや指及びひとさし指又は中指の機能に

著しい障害を有するもの 
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８.一上肢の機能に著しい障害を有するもの 

９.一上肢の全ての指を欠くもの 

１０.一上肢の全ての指の機能に著しい障害を有する

もの 

１１.両下肢の全ての指を欠くもの 

１２.一下肢の機能に著しい障害を有するもの 

１３.一下肢を足関節以上で欠くもの 

１４.体幹の機能に歩くことができない程度の障害を

有するもの 

１５.前各号に掲げるもののほか、身体の機能の障害又

は長期にわたる安静を必要とする病状が前各号と

同程度以上と認められる状態であって、日常生活が

著しい制限を受けるか、又は日常生活に著しい制限

を加えることを必要とする程度のもの 

１６.精神の障害であって、前各号と同程度以上と認め

られる程度のもの 

１７.身体の機能の障害若しくは病状又は精神の障害

が重複する場合であって、その状態が前各号と同程

度以上と認められる程度のもの 
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障害の程度 ３級の障害の状態 

（厚生年金保険のみ） 

※厚生年金保険法施行令別表第１ 

１.次に掲げる視覚障害 

イ 両眼の視力がそれぞれ０．１以下に減じたも 

  の 

ロ ゴールドマン型視野計による測定の結果、両 

眼のⅠ/４視標による周辺視野角度の和がそ 

れぞれ８０度以下に減じたもの 

ハ 自動視野計による測定の結果、両眼開放視認 

点数が７０点以下に減じたもの 

２.両耳の聴力が、４０センチメートル以上では通常の

話声を解することができない程度に減じたもの 

３.そしゃく又は言語の機能に相当程度の障害を残す

もの 

４.脊柱(せきちゅう)の機能に著しい障害を残すもの 

５.一上肢の３大関節のうち、２関節の用を廃したも

の 

６.一下肢の３大関節のうち、２関節の用を廃したも

の 

７.長管状骨に偽関節を残し、運動機能に著しい障害
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を残すもの 

８.一上肢のおや指及びひとさし指を失ったもの又は

おや指若しくはひとさし指を併せ一上肢の３指以

上を失ったもの 

９.おや指及びひとさし指を併せ一上肢の４指の用を

廃したもの 

１０.一下肢をリスフラン関節以上で失ったもの 

１１.両下肢の１０趾(し)の用を廃したもの 

１２.前各号に掲げるもののほか、身体の機能に、労働

が著しい制限を受けるか、又は労働に著しい制限を

加えることを必要とする程度の障害を残すもの 

１３.精神又は神経系統に、労働が著しい制限を受ける

か、又は労働に著しい制限を加えることを必要とす

る程度の障害を残すもの 

１４.傷病が治らないで、身体の機能又は精神若しくは

神経系統に、労働が制限を受けるか、又は労働に制

限を加えることを必要とする程度の障害を有する

ものであって、厚生労働大臣が定めるもの 
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障害の程度 障害手当金の障害の状態 

（厚生年金保険のみ） 

※厚生年金保険法施行令別表第２ 

１.両眼の視力がそれぞれ０.６以下に減じたもの 

２.一眼の視力が０.１以下に減じたもの 

３.両眼のまぶたに著しい欠損を残すもの 

４.両眼による視野が２分の１以上欠損したもの、ゴー

ルドマン型視野計による測定の結果、Ⅰ/２視標に

よる両眼中心視野角度が５６度以下に減じたもの

又は自動視野計による測定の結果、両眼開放視認点

数が１００点以下若しくは両眼中心視野視認点数

が４０点以下に減じたもの 

５.両眼の調節機能及び輻輳(ふくそう)機能に著しい

障害を残すもの 

６.一耳の聴力が、耳殻に接しなければ大声による話を

解することができない程度に減じたもの 

７.そしゃく又は言語の機能に障害を残すもの 

８.鼻を欠損し、その機能に著しい障害を残すもの 

９.脊柱の機能に障害を残すもの 

１０.一上肢の３大関節のうち、１関節に著しい機能障

害を残すもの 
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１１.一下肢の３大関節のうち、１関節に著しい機能障

害を残すもの 

１２.一下肢を３センチメートル以上短縮したもの 

１３.長管状骨に著しい転位変形を残すもの 

１４.一上肢の２指以上を失ったもの 

１５.一上肢のひとさし指を失ったもの 

１６.一上肢の３指以上の用を廃したもの 

１７.ひとさし指を併せ一上肢の２指の用を廃したも

の 

１８.一上肢のおや指の用を廃したもの 

１９.一下肢の第１趾又は他の４趾以上を失ったもの 

２０.一下肢の５趾の用を廃したもの 

２１.前各号に掲げるもののほか、身体の機能に、労働

が制限を受けるか、又は労働に制限を加えることを

必要とする程度の障害を残すもの 

２２.精神又は神経系統に、労働が制限を受けるか、又

は労働に制限を加えることを必要とする程度の障

害を残すもの 

 

 

 

 

  

（備考）視力の測定は、万国式視力表によるものと

し、屈折異常があるものについては、矯正視力によ

って測定する。 
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障害基礎年金・障害厚生年金の等級と年金額 

＊年金額等は、令和５年度の金額です。 

障害の状態により、障害基礎年金は１級・２級、

障害厚生年金は１級～３級の年金を受け取る

ことができます。また、障害厚生年金の１級・

２級に該当する場合は、障害基礎年金もあわせ

て受け取ることができます。 

なお、障害年金の１級は、２級の１．２５倍と

なります。 

障害年金・障害手当金の額 
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１級

厚
生
年
金
（
２
階
） 

障害厚生 

年金（１級） 

報酬比例の

年金額 

×１．２５ 

配偶者の加給年金※２ 

障害基礎 

年金（２級） 

７９５，０

００円 
（昭和３１
年４月１日
以前に生ま
れた方は 
７９２，６
００円） 

 

２級 ３級

子の加算※２ 

障
害
手
当
金
※
４ 

障害基礎 

年金（１級） 

９９３，７

５０円 
（昭和３１
年４月１日
以前に生ま
れた方は 
９９０，７
５０円） 

障害厚生 

年金（２級） 

報酬比例の

年金額 

※１ 

障
害
厚
生
年
金
（
３
級
） 

報
酬
比
例
の
年
金
額
※
３ 

国
民
年
金
（
１
階
） 
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図は、イメージのため実際の支給額と異なる場合

があります。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※１ 報酬比例の年金額の計算式は３４～３５ 

ページ参照 

※２ 対象者がいる方のみ加算されます 

   支給額は３５～３７ページ参照 

※３ 障害厚生年金３級の最低保障額は 

   ５９６，３００円 

   （昭和３１年４月１日以前に生まれた方 

は５９４，５００円） 

※４ （報酬比例額の年金額×２）を一時金 

として支給 

障害手当金の最低保障額は 

１，１９２，６００円 

   （昭和３１年４月１日以前に生まれた方 

は１，１８９，０００円） 
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報酬比例の年金額 ＝ Ａ＋Ｂ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 
Ｂ:平成１５年４月以降の加入期間の金額 

 

平均標準報酬額※２×      × 
 

平成１５年４月以降の加入期間の月数※３ 

５.４８１ 

１０００ 

Ａ:平成１５年３月以前の加入期間の金額 

 

平均標準報酬月額※１×     × 
 

平成１５年３月までの加入期間の月数※３ 

障害年金額（報酬比例）・障害手当金額の 

計算式 

７.１２５ 

１０００ 
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加給年金額と子の加算額 

１級・２級の障害基礎年金または障害厚生年金

を受け取ることができる方に、生計を維持され

ている下記の対象者がいる場合に受け取るこ

とができます。 

※１ 平均標準報酬月額 ・・・・ 

平成１５年３月以前の標準報酬月額の総 

額を、平成１５年３月以前の加入期間で割 

って得た額です。 

※２ 平均標準報酬額・・・・ 

平成１５年４月以降の標準報酬月額と、標 

準賞与額の総額を平成１５年４月以降の 

加入期間で割って得た額です。 

※３ 加入期間の月数・・・・ 

加入期間の合計が、３００月（２５年）未 

満の場合は、３００月とみなして計算しま 

す。 

また、障害認定日がある月後の加入期間 

は、年金額計算の基礎となりません。 
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名称 金額 

加算 
される 
年金 

年齢制限 

配 

偶 

者 

加 

給 

年 

金 

額 

２２８,７００円 障 

害 

厚 

生 

年 

金 

６５歳未満であること 

(大正１５年４月１日

以前に生まれた配偶

者には年齢制限はあ

りません） 

子 

２人 

まで 加 

算 

額 

１人につき 

２２８,７００円 
障 

害 

基 

礎 

年 

金 

●１８歳になった後の 

 最初の３月３１日まで 

 の子 

●２０歳未満で障害等級 

１級・２級の障害の状 

 態にある子 

子 

３人 

目 

から 

１人につき 

７６,２００円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

＊配偶者が、老齢厚生年金、退職共済年金（加 

入期間２０年以上または中高齢の資格期間 

の短縮特例に限る）の受給権を有するとき 

や、障害年金を受け取る間は、加給年金額 

は支給停止されます。 
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＊児童扶養手当の受給者の方やその配偶者 

が、公的年金制度から年金を受けるように 

なったり、年金額が改定された場合は、市 

区町村から支給されている児童扶養手当が 

支給停止または一部支給停止される可能性 

があります。 

詳しくは、お住いの市区町村の児童扶養手 

当担当窓口にお問い合わせください。 
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２０歳前の傷病による障害基礎年金にかかる

支給制限 

２０歳前に初診日がある方の障害基礎年金に

ついては、年金の加入を要件としていないこと

から、年金の支給に関して制限や調整がありま

す。 

 前年所得額が４，７２１，０００円※１を超

える場合は年金の全額が支給停止となり、

３，７０４，０００円※２を超える場合は年

金の２分の１の額が支給停止となります。 

前年所得に基づく支給対象期間は、『１０月

分から翌年９月分まで』です。 

 恩給や労災保険の年金等を受給していると

きは、その受給額について障害基礎年金の年

金額から調整されます。 

 海外に居住したときや刑務所等の矯正施設

に入所した場合は、年金の全額が支給停止と

なります。 

年金の支給制限・調整 



-３９- 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

※１、※２は 

扶養親族等がいない場合の所得額です。 

 

 

 

 業務上の病気やけがによる支給調整等 

同一の病気やけがによって、障害年金と労災保

険の障害給付が行われるときは、労災保険の給

付の一部が減額される場合があります。 

また、同一の病気やけがで労働基準法の規定に

よる傷害補償を受けることができるときは、６

年間、障害年金を受け取ることができません。 
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公的年金は一人１年金が原則ですが、６５歳以

上の方は、障害基礎年金とご自身の老齢厚生年

金または遺族厚生年金をあわせて受け取るこ

とができます。

 

支給事由の異なる２つ以上の年金を受けられ

るとき（６５歳以上） 

■障害基礎年金と老齢厚生年金 

障害基礎年金を受けている方が、〔老齢基礎年金

と老齢厚生年金〕を受けられるようになったと

きは、６５歳以後、障害基礎年金と老齢厚生年

金をあわせて受けることができ、次の図のいず

れかの組み合わせを選択することになります。 

障害年金と他の年金の調整 
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選択 選択 

■障害基礎年金と遺族厚生年金 

障害基礎年金を受けている方が、遺族厚生年金

を受けられるようになったときは、６５歳以後

あわせて受けることができます。また、〔遺族

基礎年金と遺族厚生年金〕を受けている方が障

害基礎年金を受けられるようになったときも

同様に、次の図のいずれかの組み合わせを選択

することになります。 

障害 
厚生年金 

障害 
基礎年金 

障害 
基礎年金 

老齢 
厚生年金 
老齢 

基礎年金 

老齢 
厚生年金 

障害 
厚生年金 

障害 
基礎年金 

遺族 
厚生年金 

遺族 
厚生年金 

遺族 
基礎年金 

障害 
基礎年金 

選択 選択 
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■障害年金と他の年金 

支給事由の異なる２つ以上の年金を受けられ

るとき（６５歳前） 

支給事由の異なる２つ以上の年金を受けられ

るときには、ご本人がいずれか１つの年金を選

択することになります。 

障害 
厚生年金 

障害 
基礎年金 

遺族 
厚生年金 

どちらか 
一方を選択 
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障害年金の対象となる病気やけがとは 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｑ１ 

障害年金の対象となる病気やけがにはどの

ようなものがありますか？ 

Ａ１ 

障害年金は、病気やけがによって生活や仕事

などが制限されるようになった場合に、現役

世代の方も含めて請求することができます。 

障害年金の対象となる病気やけがは、手足の

障害などの外部障害のほか、精神障害や内部

障害も対象になります。 

病気やけがの主なものは次のとおりです。 

１.外部障害 

 眼、聴覚、音声又は言語機能、肢体（手足

など）の障害など 

２.精神障害 

 統合失調症、双極性障害、認知障害、てん

かん、知的障害、発達障害など 

Ｑ＆Ａ 
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初診日を証明する書類を準備することがで

きないとき 
 

  

Ｑ２ 

初めて医師等の診療を受けた病院が廃院とな

っており、初診日を証明する書類を準備するこ

とができません。どうすればよいですか？ 

Ａ２ 

障害年金の請求時には、初診日を特定するた

めに、初診日照明書類をご提出いただきます

が、初診時の医療機関の証明が得られない場

合でも、初診日を合理的に推定できるような

一定の書類により、ご本人の申し立てた日が

初診日と認められる場合があります。 

詳しくは、お近くの年金事務所などへご相談

ください。 

 

３.内部障害 

 呼吸器疾患、心疾患、腎疾患、肝疾患、血

液・造血器疾患、糖尿病、がんなど 
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障害認定日から複数年経過しているとき 
 

  

Ｑ３ 

障害認定日（初診日から１年６カ月経過した

日）から複数年経過していますが、障害年金は

どのように請求すればよいですか？ 

Ａ３ 

障害認定日から１年以上経過している場合で

あっても、障害認定日時点の障害の状態がわ

かる診断書と現在の状態（請求日前３カ月以

内の症状）がわかる診断書をご用意いただく

ことにより、障害年金を請求することができ

ます。 

ただし、５年以上前の年金については、時効

により受け取ることができません。 
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障害の状態が変わったとき 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

Ｑ４ 

現在、３級の障害厚生年金を受け取っています

が、障害の状態が悪化しました。 

１級または２級に障害等級を変更することは

できますか？ 

６５歳になるまでに障害の状態が悪くなっ

た場合は、年金額を改定する請求ができま

す。（請求書は、６５歳の誕生日の前々日ま

での間に提出する必要があります。） 

なお、過去に一度でも障害基礎年金の受給権

を有したことのある方（障害等級２級以上に

該当した方）は、６５歳を過ぎても年金額を

改定する請求ができます。 

年金額の改定は、ご本人の請求によるほか、

日本年金機構へ定期的に提出する診断書に

より行われます。 

Ａ４ 
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２つ以上の障害の状態になったとき 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ＊請求書は、いずれも６５歳の誕生日の前々 

日までの間に提出する必要があります。 

Ｑ５ 

２級の障害基礎年金・障害厚生年金を受け取っ

ていますが、別のけがで障害が残りました。 

前後の障害をあわせて障害年金を受け取るこ

とはできますか？ 

Ａ５ 

２級の障害年金を受け取っている方が、６５

歳になるまでにさらに別の病気やけがで２級

の障害年金を受け取れるようになった場合

は、前後の障害をあわせて１級として認定し、

１つの障害基礎年金・障害厚生年金を受け取

れます。 

また、後の障害が３級に該当するときなどは、

６５歳になるまでに２つの障害をあわせて障

害の状態が重くなった場合、年金額を改定す

る請求ができます。 
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障害手当金の障害の状態に該当したとき 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

老齢厚生年金を受け取っている方は、障害手

当金を受け取ることができません。 

また、障害認定日において次に該当する方

は、障害手当金を受け取ることができませ

ん。 

 国民年金、厚生年金または共済年金を受け

取っている方 

 労働基準法または労働者災害補償保険法

等により障害補償を受け取っている方 

 船員保険法による障害を支払事由とする

給付を受け取っている方 

Ｑ６ 

老齢厚生年金を受け取っています。障害手当金

を受け取ることはできますか？ 

Ａ６ 
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健康保険の傷病手当金を受給していたこと

があるとき 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

過去に傷病手当金を受給した期間に対して、

同一の病気やけがで障害厚生年金をさかの

ぼって受給できることとなった場合は、受給

済みの傷病手当金が調整されます。 

詳しくは、「協会けんぽ」等※へお問い合わ

せください。 

※ 「協会けんぽ」等：傷病手当金を受給し 

ていた健康保険の保険者（協会けんぽ、 

健康保険組合等があります） 

Ｑ７ 

同じ病気で傷病手当金を受給していたことがあ

りますが、どのようになりますか？ 

Ａ７ 



-５０- 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

厚生年金加入中に 

初診日がある方 

 

障害厚生年金 

障害手当金 

（一時金） 

お近くの年金事務所、

街角の年金相談セン

ター（初診日時点で共

済組合等に加入して

いた方は、初診日時点

で加入していた共済

組合等） 

２０歳前に初診日があ

る方 

国民年金加入中に 

初診日がある方など 

 

障害基礎年金 

お近くの年金事務所、

街角の年金相談セン

ター 

お住まいの市（区）役

所または町村役場 

障害基礎年金・障害厚生年金・障害手当金（一

時金）を受け取るためには、年金の請求手続き

が必要です。障害の状態になった場合は、お近

くの年金事務所などにご相談ください。 

■請求書類などの提出先 

障害年金の請求手続き 
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「年金請求書」を年金事務所や市（区）役所ま

たは町村役場に提出します。 

 日本年金機構で、障害の状態の認定や障害年

金の決定に関する事務が行われます。 

 日本年金機構のホームページに年金請求書

の記入方法等が確認できる動画を掲載して

います。 

https://www.nenkin.go.jp/tokusetsu/shou

gainenkinseikyu.html 

記入方法が動画で確認できます。 

■手続きの流れ 

初診日を確認のうえ、年金事務所や市（区）役

所または町村役場に相談します。 

 事前に保険料の納付要件や手続きに必要な

書類（診断書など）を確認します。 

 
【二次元コード】 
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「年金証書」「年金決定通知書」「年金を受給さ

れる皆様へ（パンフレット）」が日本年金機構

からご自宅に届きます。 

 年金請求書の提出から、３カ月程度で届きま

す。 

＊主治医に障害の状態の再確認をお願いす 

る必要がある場合等は、審査に時間を要し 

ます。 

 パンフレットには、必要な届出などを記載し

ています。 

年金証書と一緒に大切に保管し、必要なとき

に読み返してお役立てください。 

 障害年金を受け取れない場合には、日本年金

機構から不支給決定通知書が送付されます。 

年金証書がご自宅に届いてから約１～２カ月

後に、年金の振り込みが始まります。 

 年金請求時に指定された口座へ、偶数月に２

カ月分振り込まれます。 
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＊障害年金を受給されている方には、障害の 

状態に応じて提出が必要となる年に、障害 

の状態を確認するため「障害状態確認届 

（診断書）」を誕生月の３カ月前の月末に 

送付します。 

障害状態確認届（診断書）が届いたときは、 

「診断書」欄を医師等に記載してもらい、 

誕生月の末日までに提出してください。 
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ご不明な点は、お近くの年金事務所、街角の年金

相談センターにご相談ください。 

障害年金の一般的なお問い合わせは、ねんきんダ

イヤルもご利用いただけます。 

また、ファクシミリによるご相談も実施していま

す。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

『ねんきんダイヤル』 

年金相談に関する一般的なお問い合わせ 

ナビダイヤル 

０５７０–０５–１１６５ 

０５０から始まる電話でおかけになる場合は 

（東京）０３-６７００-１１６５ 

年金のお問い合わせは『ねんきんダイヤル』

へ！ 

来訪相談のご予約は『予約受付専用電話』へ！ 

お問い合わせ先 
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【受付時間】 

 月曜日   午前８:３０～午後７:００ 

火～金曜日 午前８:３０～午後５:１５ 

第２土曜日 午前９:３０～午後４:００ 

＊月曜日が祝日の場合は、翌日以降の開所日

初日に午後７:００まで相談をお受けしま

す。 

＊祝日(第２土曜日を除く)、１２月２９日～

１月３日はご利用いただけません。 

【受付時間】 

 月～金曜日（平日） 

午前８:３０～午後５:１５ 

＊土日祝日、１２月２９日～１月３日はご利 

用いただけません。 

来訪相談のご予約は『予約受付専用電話』

へ 

ナビダイヤル 
                    ゴ  ヨ ヤ ク ヲ 

０５７０–０５–４８９０ 

０５０から始まる電話でおかけになる場合は 

（東京）０３-６６３１-７５２１ 
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お問い合わせ、ご予約の際は、基礎年金番号がわ

かるものをご用意ください。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ナビダイヤルは、一般の固定電話からおかけ

になる場合は、全国どこからでも市内通話料

金でご利用いただけます。ただし、一般の固

定電話以外（携帯電話等）からおかけになる

場合は、通常の通話料金がかかります。 

なお、通話料定額プランの対象外となりま

す。 

 「（東京）０３-６７００-１１６５」「（東京）

０３-６６３１-７５２１」の電話番号におか

けになる場合は、通常の通話料金がかかりま

す。 

 「０５７０」の最初の「０」を省略したり、

市外局番をつけて間違い電話になっている

ケースが発生していますので、おかけ間違い

のないようご注意ください。 

 月曜日など休日明けやお客様のお手元に通

知書が届いた直後（５日程度）は、電話がつ 

ながりにくくなっております。週の後半と月 
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ファクシミリによるご相談 

 耳や発声が不自由なため電話による年金相談

を行うことが困難な方は、ファクシミリによ

る年金相談をご利用ください。 

 相談に当たっては、日本年金機構のホームペ

ージからダウンロードした「文書相談受付票

（ファクシミリ）」に必要事項を記入し、注意

事項等をご確認のうえ、お近くの年金事務所

にファクシミリでお送りください。 
 

 

の後半は、つながりやすくなっておりますの

で、どうぞご利用ください。 

 代理人（二親等以内）の方からお問い合わせ

いただく場合は、ご本人の基礎年金番号に加

え、代理人の方の基礎年金番号も必要となり

ます。 

 年金事務所等の窓口で年金請求の手続きや、

受給している年金についての相談を希望さ

れる方は、ぜひ、予約相談をご利用ください。 
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日本年金機構のホームページもご利用ください。 

  

https://www.nenkin.go.jp/ 

 年金の基礎知識、全国の年金事務所の所在地

と電話番号、ファクシミリ番号などがご確認

いただけます。 

 “ねんきんネット”では、２４時間いつでも

どこでも、パソコンやスマートフォンからご

自身の年金情報を確認することができます。

マイナンバーカードをお持ちの方は、マイナ

ポータルからのご利用登録が便利です。 

日本年金機構 検索 
 


